
 
 
 
 
 
 
 
※ＤＣとは Defined Contribution の略＝確定拠出年金のことです。       平成１８年 ９月 ２９日 

 
制度への加入に関する最終決定はお客様ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。本資料は、岡三証券が信頼でき

ると判断した情報源からの情報に基づいて作成したものですが、その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

また、本資料に記された意見や予測等は、資料作成時点での岡三証券の判断であり、今後予告なしに変更されることがあり

ます。 

 

 

 

 
 

 
ＤＣ（確定拠出年金）の加入者が２００万人突破 
 
■データで見るＤＣの加入者数等 
 「ＤＣ（確定拠出年金）」の加入者数が２００万

人を突破しました。 
 企業型ＤＣの加入者数は７月末現在で１９９万

２,０００人。厚生年金加入者数（約３,３００万人）
の約６％、厚生年金基金など従来型の企業年金の加

入者数（１５００万人弱）の１割強に当たり、前年

同月比２８％増えました。これに個人型の加入者数

約７０,０００人を加えた加入者総数は２０６万２,
０００人で、同２８．４％の増となりました。 
導入企業数は８月末現在７,２９８社で、前年同月
比４８．８％の増となりました。 

（単位：人、社） 

※データは厚生労働省、表は岡三証券株式会社作成   
 

■ＤＣの普及状況とその背景 
 バブル崩壊以降、確定給付型の企業年金は長期に

わたる運用難から積み立て不足に悩まされてきま

した。 
直近でこそ、昨年来の株価上昇などを受けて２０

０５年度の運用利回りは厚生年金基金で２１．１％、

確定給付企業年金で１６．５％、国民年金基金連合

会で２０．７％など調査開始以来、過去最高となっ

ています。 
しかし企業としては相場の動向によって大きく

左右される年金債務の変動に歯止めをかけるため、

あらかじめ定めた掛金を拠出することで不安定要

素を無くすことができる確定拠出型に比重を移す

動きが広がっています。 
 

 ＤＣは２００１年１０月の制度開始以来、大企業

を中心に普及してきましたが、２００４年の規制緩 
和で拠出額の引上げやポータビリティの拡充等が

行なわれ、導入を後押ししています。 
 

 
■中小企業におけるＤＣ導入の拡大 
現在は従業員数３００人未満の企業が導入企業

の８割を占めるなど、中小企業にも浸透してきてい

ます。これは２０１２年３月末に廃止される適格退

職年金からの移換が主であると思われますが、まだ

まだ制度変更のタイミングをはかっている企業も

多く、それらの企業が動き始めれば、この流れは今

後さらに加速するものと思われます。 
 

加入者増を受けてＤＣの資産残高も増加してお

り、今年３月末で２兆１,５００億円となりました。
また今夏には２兆５,０００億円を突破したという
推計もあり、日本なりのペースで順調な推移を見せ

ています。 
 

 ７０年代からＤＣを導入した米国では加入者が

４千万人強、資産残高は２００５年末に３兆６,０
００億ドル（約４２０兆円）に達しており、株式相

場の牽引役の一翼を担っています。日本でもこのま

ま普及が進めば、将来的には市場における年金マネ

ーの影響力が強まってくる可能性がありますが、よ

り一層の規制緩和と、加入者教育の充実、何よりも

投資に対する意識改革等が大きな課題となるでし

ょう。 
 
■政府の対応は･･･？ 
 こうした中、２６日に第９０代首相に選出された

安倍自民党総裁が総裁選公式サイトで掲げた政権

構想において、ＤＣにも言及しています。 
 政権構想では６つの「具体的政策」の中で「健全

で安心できる社会の実現」を挙げています。 
 

そのひとつとして『「日本型社会保障モデル」で

安心安全のセーフティネット』という項目を第一に

置いており、「わかり易い年金制度の確立」、「社保

庁の徹底的改革」などのほか、「確定拠出型年金の

拡充等により、選択型のセーフティネットの整備」

の一文が記されています。 
 

すでに各関係団体からの制度改正要望等も出揃

っており、厚生労働省に提出されています。こうし

た意見がどのように生かされ、「安心安全のセーフ

ティネット」を構築することができるのか期待した

いところです。 
以 上  

制度導入から５年。確定拠出年金の加入者数が

企業型・個人型の合計で２００万人を突破し、加

入企業も大企業から中小企業へと普及が広がっ

てきています。 

分　類 H17.7 H18.7 増加率
企業型 1,556,000 1,992,000 28.0%
個人型 50,000 70,000 40.0%
全体 1,606,000 2,062,000 28.4%

企業数 4,906 7,298 48.8%


